

















(1) 2001年 2 月16日判決
(2) 2001年 7 月 6 日判決
(3) 2003年 1 月31日判決
(4) 2003年 7 月11日判決
(5) 2003年11月14日判決
(6) 2008年 1 月24日判決
(7) 2008年 9 月19日判決







































234(234) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(１) 典型は, 国立景観紛争であり, 第一審（東京地判平成14年12月18日判
時1829号36頁）が, 景観侵害を理由に高層マンションの上層部の撤去を命
じたことにより, 社会的にも注目を集めた。





































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 235(235)
(６) 拙稿「土地問題と土地所有権論の変容」法と政治第55巻第 3号（2004
年）参照
















































(10) 能見 前掲注(３)でも景観利益については, 地域住民の民主主義的な
議論によって決まるべきとしている。
(11) 憲法29条 3 項。個人と公共, 公益との対立においては, 公共・公益の
ために容易に個人の権利が制限されることは許されないと考える。無制限
の自由が許容されないと同時に, 無制限の制約も許容されるべきではない。


































































238(238) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(15) 相隣共同体関係理論に関しては, すでに優れた先行研究が存在する。
代表的なものとして, 神戸秀彦「相隣共同体関係理論と西ドイツ・イミシ
オーン法の展開（一）(二)」都法26巻 2 号（1985年）573頁以下, 27巻 1
号（1986年）345頁以下（以下では「神戸論文（一）(二)」とする）およ
び東孝行「ドイツにおける相隣共同体関係の理論の帰趨」(『現代民事法




































る。この２つの規定は, 客体が土地である場合,「903条 1 文前段の意味


























240(240) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(18) H. Roth, J. von Staudingers Kommentar zum 	
Gesetzbuch
mit 
und Nebengesetzen, Buch 3, Sachenrecht, 903924.
(2016), 906 Rn. 1.
(19) BGB906条（不可量物の侵入）



















BGB制定当初の規定では, 906条 2 項 2 文の調整請求権が規定されてお
らず, イミッシオーンに関する紛争は, 被侵害者からの防御請求権が認め
られるか, それとも認められず受忍しなければならないかどちらかしか解














改正で立法化され, 906条 2 項 2 文に基づく調整請求権となる。さらに
論
説
法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 241(241)
(20) 906条以外には, 907条以下の相隣関係規定により土地所有者間の権利
義務の調整がなされている。




(22) 906条 2 項 2 文に基づく調整請求権の沿革に関しては, 拙稿「調整請







(24) RGZ 155, 154 参照。































242(242) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(25) 拙稿 前掲「調整請求権について」および,「ドイツ相隣法における




































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 243(243)














続いて, 1958年には注目すべき二つの判決が出される。1958年 7 月 9
日判決 (BGHZ 28, 110)
(29)
と同年10月 8 日判決（BGHZ 28, 225）
(30)
である。
BGHZ 28, 110 に関しては, 事案の詳細は不明であるが, 戦争の影響によ




「この概念は, RGの判例において発展させられ, 1951年 6 月15日判決お













244(244) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(28) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 10. 4. 1953＝BB 1953, 373374.
(29) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 9. 7. 1958＝BGHZ 28, 110117. この判例に
ついては, 沢井裕「ドイツにおける相隣法の基礎理論」(以下では沢井
「基礎理論」とする）関大法学 9巻 5・6合併号 1960年 635頁に詳しく
紹介されている。














積極的な行為まで義務づけうることは, 次の BGHZ 28, 225 でも言及され
る。















法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 245(245)
(31) BGHZ 28, 114.
(32) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 15. 04. 1959＝BGHZ 30, 273. この判例につ
いては, 拙稿「調整と補償」168頁以下を参照。
認める。この後, 1960年代は, 906条 2 項 2 文の調整請求権が制定された
ため, 相隣共同体関係を用いて金銭的解決を図る必要はないとする判決が
(33)












1970年代には, 相隣共同体関係を根拠に906条 2 項 2 文の調整請求権を
拡大適用する重要な判例がいくつか現れる。まずは, マリーネダム事件と















246(246) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(33) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 28. 9. 1962＝BGHZ 38, 6165.










































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 247(247)
(36) BGHZ 58, 160.
(37) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 31. 5. 1974＝BGHZ 62, 361372.
(38) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 29. 4. 1977＝BGHZ 68, 350356.







































248(248) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(40) BGHZ 68, 355.





























































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 251(251)



















































には823条 2 項に基づく損害賠償の可能性があり, 違法性・帰責事由が認











1990年代については, 2 つの判例を取り上げる。1991年 2 月22日判
決
(45)









法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 253(253)
(45) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 22. 2. 1991＝BGHZ 113, 384392. この判決
についても東「帰趨」19頁および拙稿「土地所有権論」149頁以下を参照。






























































（｢外部での接触」による妨害あるいは遮断；BGHZ 62, 361 ; 70, 212)。
この場合に, これらの事例において, 請求権が, 正確には相隣共同体関係
を直接用いて根拠づけられうるのかどうかについては未解決のままかもし










































256(256) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)



























法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 257(257)
(49) NJW1995, 2635.





































anspruch の研究―」関大法学論集12巻 4・5 号（1963年）683頁以下が詳
しい。また, 拙稿「調整と補償」を参照。
説の対応も含めて分析検討したい。まずは 9つの判例を紹介する。





Mehltau により深刻な被害を受けた。被告は, この年, おそらくはブドウ
の収穫量を向上させるため, 自己のブドウ畑を休耕させていたため, 自己
の土地への菌類の繁殖が妨げられることなく拡大した。原告の主張によれ











として, 原告の損害賠償請求を823条 2 項および1004条に基づいて認めた。
これに対して, BGHは, 危険共同体という概念は認められないこと,
1004条の要件に関して, 自然力に由来する侵害の場合には1004条の要件
は充足されないことなどの理由から原審の見解を否定。また, 907条 1 項
の危険な工作物にも該当しないため, これを前提にした823条 2 項の損害
論
説
法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 259(259)
































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 261(261)
(52) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 6. 7. 2001＝BGHZ 148, 261270.































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 263(263)
(53) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 31. 1. 2003＝NJW2003, 13921393.































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 265(265)


















































た費用に対しては, 906条 2 項 2 文類推適用により調整請求権を認めた。












法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 267(267)
(55) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 14. 11. 2003＝BGHZ 157, 3347.
(56) Urt. des BGH. (9. ZR.) v. 24. 1. 2008＝NJW-RR 2008, 610612.
18日に, 公の測量調査技師が境界線を引き, それを確定しようとしたが,
被告からの抗弁により確定し得なかった。同年 4 月29日に, 原告は, 被
告に対して, ポンプ施設の設置のための建築作業を2002年 5 月13日まで
実施することを通知した。ポンプ装置は, 道路の縁に直接設置された。被
告は, グライフヴァルド行政裁判所に原告が作業を開始することを差し控




















































共同体関係から906条 2 項 2 文の準用が認められるとした。







法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 269(269)
(58) 引用判例として, BVerwGE 78, 85 ; 91, 92 ; BVewG, BauR 1988, 332 ;
1991, 597 ; 2003, 1031 などが挙げられている。
(59) Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 19. 9. 2008＝BGHZ 178, 90100.

































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 271(271)


























































初形態ともいうべき事例は, (2)の2001年 7 月 6 日判決のみである。そし








法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 273(273)
が多い。この点は, 初めて相隣共同体関係を判例で認めた RGZ154, 161




機能だけではなく, 私人間における相隣紛争一般について, そして, 公法
上の規制の範囲内での本来は許容される土地利用を原因とする問題につい




























274(274) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(62) BGH, Urteil v. 25. 10. 2013＝JZ 69, 687690.
(63) Olzen /Looschelders in : J. von Staudingers Kommentar zum	





























法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 275(275)
(64) この点については, 沢井裕「西ドイツにおける国家補償序説―Auf-



























276(276) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
論説
法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 277(277)




2. Die Regelungen von	




3. Die Rechtsprechung des BGH zum nachbarlichen 

(1)
1. von Jahre1945 bis 60er Jahren
2. von 70er Jahren bis 90er Jahren
3. Urteilsanalyse
4. Die Rechtsprechung des BGH zum nachbarlichen 

(2)
1. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 16.2.2001
2. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 6.7.2001
3. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 31.1.2003
4. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 11.7.2003
5. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 14.11.2003
6. Urt. des BGH. (9. ZR.) v. 24.1.2008
7. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 19.9.2008
8. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 1.7.2011
9. Urt. des BGH. (5. ZR.) v. 29.6.2012
10. Urteilsanalyse
5. Zusammenfassung
